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令和７年度予算編成について 

 

国の令和７年度予算は，足元の物価高，賃金や調達価格の上昇に対応しつつ，

デフレを脱却し，新たなステージとなる「賃上げと投資が牽引する成長型経

済」への移行を実現することを目指して，物価上昇を上回る賃金上昇の普及・

定着，地方創生2.0の起動，官民連携による投資の拡大，防災・減災及び国土

強靱化，防衛力の抜本的強化を始めとする我が国を取り巻く外交・安全保障環

境の変化への対応，充実した少子化・こども政策の着実な実施などの重要政策

課題に必要な予算措置を講じるなど，令和６年度補正予算と一体として，編成

されたところであります。 

地方財政対策については，地方の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の

一般総額について，令和６年度地方財政計画と比較して，交付団体ベースで１

兆535億円増額の63兆7,714億円が確保され，地方交付税総額も2,904億円の増

となるとともに，臨時財政対策債は平成13年度の制度創設以来，初めて新規発

行額ゼロとなったところであります。 

県においては，令和７年度当初予算の編成に当たり，現下の原油価格・物価

高騰への対応を講じつつ，世界的なコロナ禍からの経済回復を踏まえ，「鹿児

島の『宝』を世界へ」届けるため，更なる農林水産物の輸出拡大やインバウン

ドの促進などに特に力を入れ，また，近年加速化する少子化や能登半島地震を

踏まえ，「確かな安心，鹿児島」を目指して，こども・子育て支援施策や防災

対策の更なる充実・強化に取り組むとしています。 

このような動向を踏まえ，当初予算編成にあたっては，「第６次総合振興計画」

の推進と「和泊町ゼロカーボンシティ」の実現へ向け，グリーン成長戦略を掲げ，

脱炭素事業やみどりの食料システム戦略の推進に積極的に取り組みます。また，

子育て政策については，令和６年度に新設された「こども未来課」を中心に，子

育て世帯を切れ目なく支援できるよう，環境づくりに積極的に取り組み，本町の

基本理念であります「安心・夢・ゆとりある子育てができるまちづくり」の実現

へ向けて取り組んでまいります。 

その他には，農林水産業の振興，少子高齢化に対応した住民福祉の向上，ライ

フラインの基盤である上下水道・道路や土地改良施設に加え，小・中学校，サン

サンテレビ，海洋療法施設等の既存公共施設の老朽化に伴う長寿命化や維持管

理及び総合交流施設の基本設計等，多くの課題に取り組むとともに，ふるさと納

税の推進等歳入確保対策にも力を入れてまいります。今後は，国際情勢の急激な

変化による物価高騰による町民生活や地域経済への影響を踏まえ，町内経済の

再生に向けた施策を進めつつ，重点事業による町民の行政需要に対応する施策

を積極的に推進し，全ての町民が安心して暮らし，活躍できる社会の形成に向け

取り組んでまいります。 

なお，財政面において，財政指標は依然として県下市町村の中で高い指標で
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あることから，令和２年度から継続している第二期財政健全化集中対策期間の

取組を強化し，新規起債発行のコントロールや経常経費の節減などに取り組

み，今後予定される更新事業や大規模事業に備えます。 

また，令和７年度当初予算の編成に当たり，全庁的に一般政策経費の要求を

前年度と比較して100％の範囲内とし，当初予算編成を行いました。しかし，

昨今の経済環境の変化により，少子高齢化の進展による社会保障の増大と併せ

て，物価の上昇，人件費の増など，長らく経験してこなかった避けがたい歳出

の増加に直面し，難しい財政運営を迫られています。引き続き，令和７年度か

ら５年間を「第三期財政健全化集中対策期間」と設定し，持続可能な財政健全

化に向けた取組を推進していきます。 

 

 各会計の予算について説明いたします。 

議案第 26 号 令和７年度和泊町一般会計予算 

令和７年度和泊町一般会計予算は 7,977,000 千円で，対前年度比 1,077,000 千

円（15.6％）の増額となりました。 

 

 歳入歳出の主な予算額について説明いたします。 

１ 歳 入 

(1) 町税 

令和７年度の町税の収入見込額は，軽自動車税 248 千円の増額，町民税

251 千円，固定資産税 5,257 千円，町たばこ税 3,540 千円の減額により，対

前年度比 8,800 千円（△1.6％）減額の 535,700 千円を計上しました。 

 

(2) 地方譲与税 

地方譲与税の収入見込額は，過年度の交付実績を考慮して，対前年度比

238 千円（△0.3％）減額の 75,123 千円を計上しました。 

 

（3）法人事業税交付金 

   地方法人特別税・譲与税制度の廃止に伴う市町村分の法人住民税法人割の

減収分の補てん措置として，法人事業税の一部を都道府県から市町村に交付

されることとなり，過年度の交付実績を考慮して，対前年度比 2,200 千円

（27.4％）増額の 10,237 千円を計上しました。 

 

 (4) 地方消費税交付金 

   地方消費税交付金の収入見込額は，地方財政計画や普通交付税における

基準財政収入額の見込額，過年度の交付実績を考慮して，対前年度比 8,885

千円（6.6％）増額の 143,675 千円を計上しました。なお，消費税率引き上

げ分の地方消費税交付金 79,143 千円については，社会保障財源交付金とし
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て，全て社会保障施策の各特別会計に充てます。 

 （款）３民生費 （項）３社会福祉費 

目 事業費 

財源内訳 

国県支出金 地方債 その他 引上げ分の地方消

費税交付金（うち

社会保障財源分） 

一般財源 

４ 

国民健康保

険事業費 

 

115,167 

 

51,256 

   

30,000 

 

33,911 

 

（款）３民生費 （項）４老人福祉費 

目 事業費 

財源内訳 

国県支出金 地方債 その他 引上げ分の地方消

費税交付金（うち

社会保障財源分） 

一般財源 

６ 

介護保険

事務費 

 

178,103 

 

12,588 

   

30,000 

 

135,515 

 

 

（款）３民生費 （項）４老人福祉費 

目 事業費 

財源内訳 

国県支出金 地方債 その他 引上げ分の地方消

費税交付金（うち

社会保障財源分） 

一般財源 

８ 

後期高齢

者医療費 

 

127,688 

 

26,608 

   

19,143 

 

81,937 

 

 

 (5) 環境性能割交付金 

   環境性能割交付金は，自動車税環境性能割の収入額に定率を乗じ，市町村

道の延長及び面積で按分されて交付されるもので，前年度の交付実績等を

考慮して，対前年度比 1,314 千円（35.7％）増額の 4,993 千円を計上しまし

た。 

 

 (6) 地方特例交付金 

   地方特例交付金の収入見込額は，定額減税減収補填特例交付金の減額に

より，対前年度比 22,361 千円（△93.6％）減額の 1,529 千円を計上しまし

た。 
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 (7) 地方交付税 

令和７年度の地方交付税の地方財政計画上の総額は，前年度当初見込額

の 1.6％の増額が見込まれています。 

普通交付税については，令和７年度普通交付税算出資料や過年度の交付

実績等により，対前年度比 15,000 千円（△0.5％）減額の 3,015,000 千円を

計上しました。 

特別交付税については，地方交付税総額に対する特別交付税の割合や過

年度の交付実績等を考慮して，対前年度比 18,000 千円（17.6％）増額の

120,000 千円を計上しました。 

   この結果，地方交付税の総額は，対前年度比 3,000 千円（0.1％）増額の

3,135,000 千円を計上しました。 

 

 (8) 分担金及び負担金 

   保育所保育料の減額に伴い，民生費負担金 4,426 千円，土地改良事業の

進捗に応じた農林水産業費負担金 2,645 千円等の減額により，対前年度比

7,119 千円（△28.9％）減額の 17,502 千円を計上しました。 

 

 (9) 使用料及び手数料 

   総務使用料 6,023 千円の減額等により，対前年度比 7,917 千円（△6.0％）

減額の 124,800 千円を計上しました。 

 

 (10) 国庫支出金 

   国庫負担金は，民生費国庫負担金 27,519 千円の増額により，前年度比

27,519 千円の増額となりました。 

国庫補助金は，総務費国庫補助金 50,106 千円，脱炭素推進費国庫補助金

265,432 千円，土木費国庫補助金 26,470 千円の増額等により，対前年度比

348,829 千円の増額となりました。 

この結果，国庫支出金の総額は，対前年度比 376,855 千円（50.0％）増額

の 1,130,295 千円を計上しました。 

 

 (11) 県支出金 

   県負担金は，民生費県負担金 7,553 千円の増額等により対前年度比 8,265

千円の増額となりました。 

県補助金は，農林水産業費県補助金 60,959 千円等の増額，商工費県補助

金 2,780 千円の減額等により，対前年度比 61,985 千円の増額となりました。 

県委託金は，土木費委託金13,922千円の増額等により，対前年度比16,200

千円の増額となりました。 
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この結果，県支出金の総額は，対前年度比 86,450 千円（13.2％）増額の

739,253 千円を計上しました。 

 

 (12) 寄附金 

   令和５年 10 月の法改正に伴い，地場産品基準の厳格化や対象経費が拡大

されたことから，ふるさと納税寄附金目標額を 50,000 千円減額し，寄附金

の総額を 100,003 千円計上しました。 

 

 (13) 繰入金 

繰入金については，財政調整基金繰入金 127,000 千円，土地改良事業基金

繰入金 261,000 千円の増額等により，対前年度比 474,350 千円（123.5％）

増額の 858,482 千円を計上しました。 

財政調整基金については，年度途中において経常経費の節減及び繰越金

等の積立て財源の確保により，積戻し措置ができるよう努めてまいります。 

 

 (14) 諸収入 

   諸収入については，総務雑入 34,459 千円の増額等により，対前年度比

42,897 千円（50.7％）増額の 127,467 千円を計上しました。 

 

 (15) 町債 

国の令和７年度地方債計画（令和６年 12 月 27 日公表）については，引き

続き厳しい地方財政の状況の下で，地方財源の不足に対処するための措置

を講じ，また，地方公共団体が緊急的に実施する防災・減災対策，公共施設

等の適正管理及び脱炭素化，こども・子育て支援，自治体 DX・地域社会 DX

の推進，地域の活性化への取組等を着実に推進できるよう，所要の地方債資

金の確保を図ることとしています。 

通常収支分の地方債の総額は９兆 885 億円となり，対前年度比 1,299 億

円（△1.4％）の減額となっています。 

本町においては，令和６年度末の地方債残高が 7,531,317 千円となる見

込みであり，実質公債費比率は，令和５年度決算において 16.6％となって

います。令和７年度の起債発行額は，農林水産業債 192,800 千円，土木債

51,000 千円の増額等により対前年度比 168,000 千円（26.6％）増額の

800,000 千円を計上しました。 

今後とも，管理・運用に当たっては，公債費負担の中長期的な平準化に十

分留意しながら，重点的・効率的な活用を図り事業推進に努めてまいります。 

次に，歳出予算について目的別に説明いたします。 
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２ 歳 出 

 

 (1) 議会費 

議会費の総額は，対前年度比 1,486 千円（1.9％）増額の 81,777 千円を計

上しました。 

 

 (2) 総務費 

総務管理費は，一般管理費 27,327 千円，会計管理費 6,939 千円の増額等

により 32,015 千円の増額となりました。 

選挙費は，町長選挙費 7,977 千円, 参議院議員選挙費 6,084 千円等の増

額，県知事選挙費，町議会議員選挙費の廃目等により５千円の増額となりま

した。 

防災費は，554 千円の増額となりました。 

企画費は，電算管理費 26,774 千円の増額，有線テレビ運営費 10,864 千

円，ふるさと納税推進費 36,554 千円の減額等により，27,180 千円の減額と

なりました。 

統計調査費は，国勢調査費 4,516 千円の増額，統計調査総務費 1,271 千

円，農林業センサス調査費 1,814 千円の減額等により，918 千円の増額とな

りました。 

   徴税費は，11,243 千円の増額となりました。 

戸籍住民基本台帳費は，26,968 千円の増額となりました。 

監査委員費は，35 千円の増額となりました。 

この結果，総務費の総額は，対前年度比 44,558 千円（4.2％）増額の

1,105,122 千円を計上しました。 

  

 (3) 民生費 

住民福祉費は，住民福祉総務費 23,750 千円の減額により，18,812 千円と

なりました。 

国民年金費は，3,636 千円増額の 8,913 千円となりました。 

社会福祉費は，社会福祉総務費 14,625 千円，重層的支援体制整備費 2,482

千円，国民健康保険事業費 7,011 千円の増額等により 24,124 千円の増額と

なりました。 

老人福祉費は，老人保護措置費 2,655 千円，地域包括支援センター運営費

18,307 千円，後期高齢者医療費 3,399 千円等の増額，老人福祉総務費 4,494

千円の減額等により，19,298 千円の増額となりました。 

障害福祉費は，障害者福祉総務費 4,727 千円，重度心身障害者医療費助成

費 1,920 千円，障害児入所給付費 4,895 千円等の増額，障害者自立支援給

付費 3,615 千円の減額等により 8,846 千円の増額となりました。 
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児童福祉費は，児童福祉総務費 34,213 千円，児童措置費 51,627 千円，大

城こども園費 5,444 千円等の増額，わどまり保育園費 13,013 千円，国頭こ

ども園費 6,852 千円，内城こども園費 11,720 千円等の減額，また，重点新

規事業として，子育て応援事業費 3,417 千円の新設等により，69,105 千円

の増額となりました。 

この結果，民生費の総額は，対前年度比 101,259 千円（6.6％）増額の

1,645,855 千円を計上しました。 

 

 (4) 衛生費 

環境衛生費は，環境衛生総務費 2,123 千円，塵芥処理費 498 千円，し尿処

理費 5,372 千円の増額，衛生管理組合負担費 53,392 千円等の減額により，

45,550 千円減額となりました。 

保健衛生費は，乳幼児健康診査事業費 456 千円，離島地域不妊治療支援事

業費 1,500 千円の新設，健康診査費 1,555 千円，検診等経費事業費 2,994 千

円，健康増進事業費 12,659 千円等の増額，保健総務費 10,162 千円，予防経

費1,357千円，産科医療体制確保支援事業費4,500千円等の減額により2,498

千円の増額となりました。  

浄化槽整備費は，４千円の増額となりました。 

上水道費は，27,062 千円の増額となりました。 

この結果，衛生費の総額は，対前年度比 15,986 千円（△3.9％）減額の

394,309 千円を計上しました。 

 

 (5) 農林水産業費 

農業委員会費は，農業委員会費 495 千円，機構集積支援事業費 25 千円，

農地中間管理機構業務受託事業費 433 千円の増額，農業委員会費 3,134 千

円，機構集積協力金交付事業費 13,008 千円の減額により 15,189 千円の減

額となりました。 

農業費は，実験農場運営費 4,326 千円，農林水産物等輸送コスト支援事業

費 64,054 千円，新規就農者育成総合対策事業（経営開始資金）費 680 千円

等の増額，さとうきび機械導入等支援事業費 1,641 千円，農業次世代人材投

資事業（経営開始型）費 1,290 千円等の減額となりました。 

また，重点新規事業として，農福連携環境改善事業 800 千円，家畜受精卵

推進事業 1,400 千円，畜産牛舎環境改善事業 3,000 千円，畜産経営利子補

給事業 800 千円，新規品目推進事業 2,000 千円，地場産野菜栽培推進事業

600 千円，えらぶゆり振興基金活用事業として，えらぶゆり振興事業 1,200

千円の新設により農業費全体としては，72,320 千円の増額となりました。 

林業費は，林業振興費 371 千円，譲与税活用事業費 500 千円の減額によ

り 871 千円の減額となりました。 
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水産業費は，水産振興費 38 千円，サンゴ礁保全対策事業費 26 千円の増

額に加え，重点新規事業として，和泊町漁業経営支援事業費 1,000 千円の新

設，離島漁業再生支援交付金事業費 708 千円の減額，奄美群島水産物流通支

援事業費及びえらぶの魚普及事業費の廃目等により，292 千円の減額となり

ました。 

農地費は，農地総務費 466,974 千円，土地改良施設維持管理適正化事業費

14,039 千円，基幹水利施設整備事業費 6,950 千円，農業水路等長寿命化・

防災減災事業費 7,640 千円等の増額，農業集落排水事業費 10,000 千円，県

営農地整備事業費（畑地帯担い手育成型）1,308 千円，県営農地整備事業費

（畑地帯担い手支援型）11,280 千円，農村地域防災減災事業費 6,932 千円

の減額により，466,408 千円の増額となりました。 

この結果，農林水産業費の総額は，対前年度比 522,376 千円（59.8％）増

額の 1,395,207 千円を計上しました。 

 

 (6) 商工費 

商工費は，重点新規事業として，新規観光推進事業費 1,500 千円の新設，

観光振興費 6,062 千円，新型コロナウイルス感染症対策利子補給事業費

6,100 千円の減額等により 10,538 千円の減額となりました。 

脱炭素推進費は，脱炭素推進事業費 191,649 千円の増額，風力発電施設管

理費3,450千円の減額により，188,199千円の増額となりました。この結果，

商工費の総額は，対前年度比 177,661 千円（79.2％）増額の 401,931 千円を

計上しました。 

 

(7) 土木費 

土木管理費は，公共下水道事業費 10,000 千円，空港管理費 13,064 千円の

増額，重点継続むぅるほうらしゃプロジェクト事業 1,566 千円等の減額によ

り 16,558 千円の増額となりました。 

道路橋梁費は，道路維持費 14,427 千円，社会資本整備総合交付金事業費

45,849 千円，道路メンテナンス事業 3,002 千円の増額，過疎道路整備事業

費及び辺地道路整備事業を統合した町単独道路整備事業 81,803 千円，急傾

斜地崩壊対策事業費 15,136 千円の新設，交通安全対策補助事業費 20,901 千

円等の減額により 65,097 千円の増額となりました。 

港湾費は，和泊港ターミナル管理費 481 千円の増額，県事業負担費 6,300

千円等の減額により 9,176 千円の減額となりました。 

漁港費は，漁港管理費 30 千円の減額となりました。 

住宅費は，社会資本整備総合交付金事業費 34,658 千円，空き家対策総合

支援事業費 27,049 千円，空き家活用促進事業費 6,046 千円等の増額により

68,246 千円の増額となりました。 
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都市公園費は，10,000 千円の減額となりました。 

この結果，土木費の総額は，対前年度比 130,695 千円（19.4％）増額の

804,168 千円を計上しました。 

 

 (8) 消防費 

消防費は，非常備消防費 45,171 千円の増額，常備消防費 24,244 千円の減

額等により，対前年度比 20,927 千円(11.7％)増額の 199,675 千円を計上し

ました。 

 

 (9) 教育費 

教育総務費は，事務局費 1,357 千円，海外青年招致事業費 1,596 千円，就

学支援対策費 9,682 千円，学校パソコン管理費 1,520 千円，脱炭素先行地域

づくり事業費 120,900 千円等の増額，ワランチャアシビ処整備事業費 3,207

千円，学校施設環境改善交付金事業費 51,807 千円，楽器整備支援事業費

3,273 千円，地域おこし協力隊事業費廃目に伴う 5,169 千円の減額等により

87,531 千円の増額となりました。 

小学校費は，内城小学校管理費 902 千円等の増額，小学校管理費 10,983

千円，小学校教育振興費 1,508 千円，学校施設維持管理費 2,913 千円等の減

額により 14,562 千円の減額となりました。 

中学校費は，中学校管理費 7,372 千円，学校施設維持管理費 12,676 千円

等の増額，中学校教育振興費 1,484 千円等の減額により 19,319 千円の増額

となりました。 

幼稚園費は，24,643 千円の減額となりました。 

社会教育費は，文化財保護費 1,766 千円，公民館費 2,212 千円，図書館費 

1,199 千円，歴史民俗資料館管理費 2,597 千円等の増額，社会教育総務費

2,376 千円，文化財国庫補助事業費 6,462 千円，町道建設に伴う発掘調査費

7,903 千円，研修センター管理費 3,286 千円等の減額，和泊町の歩み編さん

事業費，生涯学習推進大会・広域文化祭事業費，重点新規「和泊町の歩み」

郷土講話学習事業費の廃目，また，「わどまり学」創設事業費 4,697 千円の

新設に加えて，えらぶゆり振興基金活用事業として，「永良部百合の花」伝

承事業費 2,482 千円の新設，企画課より和泊町教育イノベーション事業（企

業版ふるさと納税活用事業）費 19,695 千円の移管等により，12,739 千円の

減額となりました。 

保健体育費は，スポーツ大会運営費 2,356 千円，総合交流施設建設事業費

35,256 千円，給食センター運営費 17,265 千円，児童・生徒給食費 2,660 千

円等の増額，社会体育施設費 1,736 千円の減額により 56,823 千円の増額と

なりました。 

この結果，教育費の総額は，対前年度比 111,729 千円（12.6％）増額の
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1,000,215 千円を計上しました。 

 

 (10) 災害復旧費 

農林水産施設災害復旧費及び公共土木施設災害復旧費については，前年

度同額を計上した結果，災害復旧費の総額は，前年度同額の 17 千円となり

ました。 

 

 (11) 公債費 

公債費は，平成 16 年度臨時財政対策債及び平成 23 年度過疎対策事業債

等の元金・利子償還の終了等により利子 4,676 千円の増額，元金 66,712 千

円の減額により，対前年度比 62,036 千円（△6.5％）減額の 890,641 千円を

計上しました。 

引き続き財務状況の改善に取り組み，財政健全化に努めてまいります。 

 

 (12) 諸支出金 

諸支出金は，家畜導入事業基金費 25,561 千円の増額等により，対前年度

比 23,742 千円（621.0％）増額の 27,565 千円を計上しました。 

 

 

以上，令和７年度一般会計予算の概要等について説明いたしましたが，歳出予

算の性質別内訳については，別表３のとおりであります。 

次に特別会計について御説明いたします。 

特別会計予算の編成に当たっては，一般会計の予算編成方針に準じて編成し，

独立採算の原則に立った健全経営に努めることを基本に編成いたしました。 

 

 令和７年度和泊町特別会計及び企業会計の予算は，次のとおりとなりました。 

（水道事業会計及び下水道事業会計の資本的事業は除く。） 

 

和泊町国民健康保険特別会計予算   1,048,937 千円 

和 泊 町 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算    927,566 千円 

和泊町後期高齢者医療特別会計予算     110,203 千円 

和 泊 町 奨 学 資 金 特 別 会 計 予 算      6,836 千円 

和泊町水道事業会計予算（収益的事業）   221,199 千円 

和泊町下水道事業会計予算（収益的事業）  431,242 千円 

       計          2,745,983 千円 

                           

特別会計予算及び企業会計予算の総額は，対前年度比 32,111 千円（1.2％）増

額の 2,745,983 千円を予算計上となりました。 
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議案第 27 号 令和７年度和泊町国民健康保険特別会計予算 

国民健康保険は，国民皆保険制度の重要な基盤であり，安定した運営が求めら

れていますが，被保険者数の減少や被保険者の高齢化等により，厳しい運営状況

にあります。 

予算編成に当たっては，鹿児島県国民健康保険運営方針に基づく，効果的かつ

効率的な事業運営と，諮問機関である国民健康保険事業運営協議会の答申を尊

重した予算案としました。 

本年度の予算総額は，対前年度比 40,941 千円（△3.8％）減額の 1,048,937 千

円を計上しました。 

 

議案第 28 号 令和７年度和泊町介護保険特別会計予算 

介護保険事業については，「和泊町高齢者保健福祉計画及び第９期介護保険事

業計画（令和６年度～令和８年度）」に基づいて，さらなる地域包括ケアシステ

ム構築に向けた取組を充実・強化し，認知症施策の推進など，利用者及び介護者

が安心して介護サービスの提供が受けられるよう，事業の円滑な運営に努めて

まいります。 

予算編成に当たっては，事業実績等の推移を踏まえつつ，諮問機関である介護

保険運営協議会の答申を尊重した予算案としました。 

本年度の予算総額は，対前年度比 29,553 千円（3.3％）増額の 927,566 千円を

計上しました。 

 

議案第 29 号 令和７年度和泊町後期高齢者医療特別会計予算 

後期高齢者医療特別会計予算は，75 歳以上の高齢者の健康保持と適切な医療

の確保を図るため，医療保険料及び繰入金を主な財源として編成しました。 

また,被保険者が安心して医療を受けられる環境づくりや医療給付費事業な

ど,鹿児島県後期高齢者医療広域連合と緊密に連携して,後期高齢者医療事業の

円滑な運営に努めてまいります。 

本年度の予算総額は,対前年度比 2,285 千円（2.1％）増額の 110,203 千円を

計上しました。 

 

議案第 30 号 令和７年度和泊町奨学資金特別会計予算 

奨学資金特別会計予算は，対前年度比 59 千円（△0.9％）減額の 6,836 千円を

計上しました。 

歳出における貸付金は，59 千円減額の 6,836 千円を計上しました。 

 

議案第 31 号 令和７年度和泊町下水道事業会計予算 

下水道事業会計予算第３条の収益的収入及び支出額は，収益的収入が対前年

度比 191,117 千円（79.5％）増額の 431,242 千円を計上しました。収益的支出が
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対前年度比 31,945 千円（8.0％）増額の 431,242 千円を計上しました。 

収入では，営業収益が 638 千円（△0.7％）減額の 85,652 千円，営業外収益が

191,755 千円（124.6％）増額の 345,590 千円を計上しました。 

支出では，営業費用が 7,621 千円（2.0％）増額の 379,349 千円，営業外費用

が 792 千円（3.1％）増額の 26,150 千円を計上しました。 

 

議案第 32 号 令和７年度和泊町水道事業会計予算 
水道事業会計予算第３条の収益的収入及び支出額は，収益的収入が対前年度

比 23,090 千円（10.4％）増額の 245,264 千円を計上しました。収益的支出が対

前年度比 9,328 千円（4.4％）増額の 221,199 千円を計上しました。 

収入では，営業収益が 4,000 千円（△2.3％）減額の 174,902 千円，営業外収

益が 27,090 千円（62.6％）増額の 70,362 千円を計上しました。 

支出では，営業費用が 10,621 千円（5.6％）増額の 200,830 千円，営業外費

用が 1,293 千円（△6.3％）減額の 19,369 千円を計上しました。 
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自主財源

1,932,765千円

24.2%

依存財源

6,044,235千円
75.8%

町税

535,700千円
6.7%

その他の自主財源

1,397,065千円
17.5%

地方交付税

3,135,000千円
39.3%

町債

800,000千円
10.0%

国庫支出金

1,130,295千

円
14.2%

県支出金

739,253千円
9.3%

その他の依存財源

239,687千円
3.0%

令和７年度当初予算（歳入）

歳入合計

7,977,000 千円

義務的経費

3,130,351
39.2%

投資的経費

902,352千円
11.3%

その他

3,944,297千円
49.4%

人件費

1,564,370千円
19.6%

扶助費

675,340千円
8.5%

公債費

890,641千円
11.2%

普通建設事業費

902,335千円
11.3%

災害復旧費

17千円
0.0%

物件費

1,151,386千円
14.4%

維持補修費

81,808千円
1.0%

補助費等

1,989,933千円
24.9%

積立金

27,565千円
0.3%

投資及び出資金

0千円
0.0%

繰出金

663,087千円
8.3%

予備費

30,518千円
0.4%

令和７年度当初予算（歳出）

歳出合計

7,977,000 千円

歳入・歳出の状況（一般会計）
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別表１の１ 歳入の款別比較(一般会計）

予算額(A)
令和７年度

予算額(B)
令和６年度

比較
(A)-(B)

伸率
(%)

構成比
(%)

1 町税 535,700 544,500 △ 8,800 △ 1.6 6.7

2 地方譲与税 75,123 75,361 △ 238 △ 0.3 0.9

3 利子割交付金 267 334 △ 67 △ 20.1 0.0

4 配当割交付金 1,237 1,118 119 10.6 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 1,437 1,237 200 16.2 0.0

6 法人事業税交付金 10,237 8,037 2,200 27.4 0.1

7 地方消費税交付金 143,675 134,790 8,885 6.6 1.8

8 環境性能割交付金 4,993 3,679 1,314 35.7 0.1

9 地方特例交付金 1,529 23,890 △ 22,361 △ 93.6 0.0

10 地方交付税 3,135,000 3,132,000 3,000 0.1 39.3

11 交通安全対策特別交付金 1,189 1,087 102 9.4 0.0

12 分担金及び負担金 17,502 24,621 △ 7,119 △ 28.9 0.2

13 使用料及び手数料 124,800 132,717 △ 7,917 △ 6.0 1.6

14 国庫支出金 1,130,295 753,440 376,855 50.0 14.2

15 県支出金 739,253 652,803 86,450 13.2 9.3

16 財産収入 29,670 26,020 3,650 14.0 0.4

17 寄附金 100,003 150,003 △ 50,000 △ 33.3 1.3

18 繰入金 858,482 384,132 474,350 123.5 10.8

19 繰越金 139,141 133,661 5,480 4.1 1.7

20 諸収入 127,467 84,570 42,897 50.7 1.6

21 町債 800,000 632,000 168,000 26.6 10.0

7,977,000 6,900,000 1,077,000 15.6 100.0

款

計

(単位：千円）

 (注）端数処理のため,構成比等は内訳の計と必ずしも一致しません。
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■令和７年度 □令和６年度

(百万円）
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別表１の２ 歳出の款別比較(一般会計）

予算額(A)
令和７年度

予算額(B)
令和６年度

比較
(A)-(B)

伸率
(%)

構成比
(%)

1 議会費 81,777 80,291 1,486 1.9 1.03

2 総務費 1,105,122 1,082,219 22,903 2.1 13.85

3 民生費 1,645,855 1,544,596 101,259 6.6 20.63

4 衛生費 394,309 410,295 △ 15,986 △ 3.9 4.94

5 農林水産業費 1,395,207 872,831 522,376 59.8 17.49

6 商工費 401,931 224,270 177,661 79.2 5.04

7 土木費 804,168 673,473 130,695 19.4 10.08

8 消防費 199,675 178,748 20,927 11.7 2.50

9 教育費 1,000,215 866,831 133,384 15.4 12.54

10 災害復旧費 17 17 0 0.0 0.00

11 公債費 890,641 952,677 △ 62,036 △ 6.5 11.17

12 諸支出金 27,565 3,823 23,742 621.0 0.35

13 予備費 30,518 9,929 20,589 207.4 0.38

7,977,000 6,900,000 1,077,000 15.6 100.00

 (注）端数処理のため,構成比等は内訳の計と必ずしも一致しません。
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計
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別表 ２ 歳出の節別比較(一般会計）

予算額
（A)

構成比
（％）

予算額
（B)

構成比
（％）

(A)-(B)
（C)

伸　率
(%)

1 報酬 374,675 4.7 326,235 4.7 48,440 14.8

2 給料 488,913 6.1 480,249 7.0 8,664 1.8

3 職員手当等 478,156 6.0 434,575 6.3 43,581 10.0

4 共済費 222,165 2.8 212,590 3.1 9,575 4.5

7 報償費 21,273 0.3 29,307 0.4 △ 8,034 △ 27.4

8 旅費 58,723 0.7 58,659 0.9 64 0.1

9 交際費 850 0.0 650 0.0 200 30.8

10 需用費 345,413 4.3 336,533 4.9 8,880 2.6

11 役務費 118,612 1.5 127,112 1.8 △ 8,500 △ 6.7

12 委託料 508,963 6.4 513,941 7.4 △ 4,978 △ 1.0

13 使用料及び賃借料 95,292 1.2 128,409 1.9 △ 33,117 △ 25.8

14 工事請負費 786,104 9.9 585,258 8.5 200,846 34.3

15 原材料費 4,035 0.1 4,285 0.1 △ 250 △ 5.8

16 公有財産購入費 18,221 0.2 3,505 0.1 14,716 419.9

17 備品購入費 83,734 1.0 40,733 0.6 43,001 105.6

18 負担金補助及び交付金 2,531,865 31.7 1,841,000 26.7 690,865 37.5

19 扶助費 562,396 7.1 493,859 7.2 68,537 13.9

21 補償補填及び賠償金 25,334 0.3 26,200 0.4 △ 866 △ 3.3

22 償還金利子及び割引料 892,252 11.2 954,288 13.8 △ 62,036 △ 6.5

24 積立金 2,002 0.0 3,821 0.1 △ 1,819 △ 47.6

26 公課費 1,299 0.0 1,309 0.0 △ 10 △ 0.8

27 繰出金 326,205 4.1 287,553 4.2 38,652 13.4

(予備費) 30,518 0.4 9,929 0.1 20,589 207.4

7,977,000 100.0 6,900,000 100.0 1,077,000 15.6

 (注）端数処理のため,構成比等は内訳の計と必ずしも一致しません。

(単位：千円）

比　較

計

節

令和７年度 令和６年度
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別表 ３ 歳出の性質別比較（一般会計）

予算額
（A)

構成比
（％）

予算額
（B)

構成比
（％）

人件費 1,564,370 19.6 1,454,186 21.1 110,184 7.6

扶助費 675,340 8.5 614,240 8.9 61,100 9.9

公債費 890,641 11.2 952,677 13.8 △ 62,036 △ 6.5

3,130,351 39.2 3,021,103 43.8 109,248 3.6

普通建設事業費 902,335 11.3 734,654 10.6 167,681 22.8

補助事業 679,647 8.5 526,652 7.6 152,995 29.1

単独事業 151,244 1.9 131,727 1.9 19,517 14.8

県営事業負担金 71,444 0.9 76,275 1.1 △ 4,831 △ 6.3

17 0.0 17 0.0 0 0.0

902,352 11.3 734,671 10.6 167,681 22.8

1,151,386 14.4 1,123,798 16.3 27,588 2.5

81,808 1.0 73,033 1.1 8,775 12.0

1,989,933 24.9 1,310,709 19.0 679,224 51.8

27,565 0.3 3,823 0.1 23,742 621.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0

－ － － － － －

663,087 8.3 622,934 9.0 40,153 6.4

30,518 0.4 9,929 0.1 20,589 207.4

3,944,297 49.4 3,144,226 45.6 800,071 25.4

7,977,000 100.0 6,900,000 100.0 1,077,000 15.6

1,869,548 23.4 1,406,243 20.4 463,305 32.9

800,000 10.0 623,500 9.0 176,500 28.3

776,485 9.7 435,068 6.3 341,417 78.5

4,530,967 56.8 4,435,189 64.3 95,778 2.2

計

 (注）端数処理のため,構成比等は内訳の計と必ずしも一致しません。

（単位：千円）
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令和７年度 企画課 所管事業計画位置図 

有線テレビ 

ヘッドエンド設備更新事業 

沖永良部クリーンセンター  

太陽光発電設備 PPA 事業 

和泊町役場 太陽光発電設備PPA事業 

実験農場 太陽光発電設備PPA事業 

城ケ丘中学校 太陽光発電設備PPA事業 
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番号 事業名 番号 事業名 

① 農村地域防災減災事業 
(ため池整備事業) 上原地区 ⑨ 県営農地整備事業 

(担い手支援型) 筒岩地区 

② 県営農地整備事業 
(担い手育成型) 和地区 ⑩ 県営農地整備事業 

(担い手支援型) 後蘭地区 

③ 県営農地整備事業 
(担い手育成型) 伊美第二地区 ⑪ 土地改良施設維持管理適正化事業  

汐海調整池 

④ 県営農地整備事業 
(担い手支援型) 伊美地区 

⑫ 

町単独工事費 
農業排水路補修工事(12-1西原12-2畦布
12-3 出花) 
農道排水対策工(12-4 伊延) 
ため池安全防護柵設置工（12-5 皆川） 
農道法面復旧工（12-6 根折） 

⑤ 県営農地整備事業 
(担い手支援型) 外俣地区 

⑥ 県営農地整備事業  
(担い手支援型) 朝知野地区 

⑦ 県営農地整備事業 
(担い手支援型) 畦布第二地区 ⑬ 基幹水利施設整備事業(和地区水管橋) 

⑧ 県営農地整備事業 
(担い手支援型) 白瀬地区 ⑭ 農業水路等長寿命化・防災減災事業(皆川

パイプライン) 

①  

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑭ 

 

令和７年度 耕地課 所管事業計画位置図 

12-1 

12-2 

12-3 
12-4 

12-5 

12-6 

⑪ 

⑬ 
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空き家対策総合支援事業 （除却補助金）２戸 

町営住宅第３国頭団地改修設計 ３棟 12 戸 

社会資本整備総合交付金事業 与名原平線 

補償物件２件，用地買収１件，改良工事Ｌ＝70ｍ，委託１件 

社会資本整備総合交付金事業 

町営住宅手々知名団地改修工事 １棟 12 戸 

社会資本整備総合交付金事業 

小積原名川線 改良工事 L=70m 補償１件 

町単独道路整備事業和泊和線舗装工事 Ｌ=350ｍ 

港湾改修（統合補助）事業岸壁(-9.0m) 係船柱取替 １基他 

町単独道路整備事業 

与名原平線改良工事 L=53m 

        舗装工事 L=110m，補償１件 

社会資本整備総合交付金事業内城上城線 

改良工事Ｌ＝100ｍ 用地買収２件，補償１件，委託１件 

町単独道路整備事業 

内城半崎線道路改良工事 L=60m 

空き家対策総合支援事業 

内城教員住宅改修工事設計 １棟１戸 

伊延港トイレ解体工事 １棟 

県単急傾斜地崩壊対策事業 

委託１件，工事 A=150 ㎡ 

空き家対策総合支援事業 

国頭教員住宅改修工事 １棟１戸 

空き家活用環境整備事業 

西原教員住宅改修設計・工事 １棟１戸 

空き家対策総合支援事業 土地建物買収１件 

町単独道路整備事業伊延海岸線舗装工事 Ｌ=210ｍ 

令和７年度 土木課 所管事業計画位置図 ① 
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交通安全対策事業 

小積原名川線 塗装工事 L=50m 

道路メンテナンス事業 

神ヤド線 大城橋修繕工事 L=11.1m 

交通安全対策事業 

前原大窪原線 塗装工事 L=250m 

町単 根折和線 法面補修工事 A=100 ㎡ 

町単 陬の前兼久田線 側溝補修工事 L=15m 

交通安全対策事業 

根折与和線 塗装工事 L=500m 

町単 西浦仁親砂覇線 嵩上げ工事 L=60m 

社会資本整備総合交付金事業 

越山糸知名線 舗装補修工事 L=150m 

社会資本整備総合交付金事業 

自転車環境整備(町内) 

町単 インカマ線 側溝補修工事 L=10m 

令和７年度 土木課 所管事業計画位置図 ② 
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 令和７年度 教育委員会 所管事業計画位置図 学校教育係 

バリアフリー化改修工事（大城小・内城小・城ケ丘中） 

内城・国頭小学校電灯設備改修工事実施設計委託業務 

町内小中学校トイレ改修工事実施設計委託業務 

楽器整備支援事業費（和泊小・和泊中・城ケ丘中） 

 

学校施設長寿命化予防改修工事（和泊中） 

学校電灯設備改修工事 

（和泊小・和泊中） 

城ケ丘中学校屋根塗装工事 
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 令和７年度 教育委員会 所管事業計画位置図 

町民運動広場防球ネット新設工事 

柔剣道場空調設備工事 

生涯学習係 

中央公民館放送設備設置工事 

高倉屋根葺き替え補修 

（歴史民俗資料館） 

総合交流施設整備基本設計プロポーザル支援業務 

総合交流施設整備基本設計業務委託 

教育プログラム運用業務 
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令和７年度 生活環境課 下水道事業 所管事業計画位置図 

農業集落排水事業 谷山字 マンホールポンプ施設建屋移設工事 

公共下水道事業 防災・安全交付金（ストマネ） 

               和泊処理区：設備更新事業 

農業集落排水事業  

  強靭化事業和泊二期地区（城・仁嶺）設備更新 

公共下水道事業 町道小積原名川線の下水本管布設工事 
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